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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　平板状の屋根材本体の上面に台座が設けられた台座付き屋根材であって、
　前記台座は前記屋根材本体に複数設けられており、
　前記台座は、平面視で略矩形状の上面部と、前記上面部の四辺から前記屋根材本体の表
面にまで形成された周面部とで形成されており、
　前記上面部の裏面にある補強部の先端が、前記屋根材本体の裏面にある前記台座の開口
まで達している
ことを特徴とする台座付き屋根材。
【請求項２】
　前記台座は屋根材本体の長手方向に略等間隔で並んで設けられていることを特徴とする
請求項１に記載の台座付き屋根材。
【請求項３】
　前記台座には半貫通穴が形成されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の台座
付き屋根材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、台座付き屋根材に関する。詳しくは、屋根上に機能部材を取り付けるための
台座を備えた屋根材に関する。



(2) JP 6505989 B2 2019.4.24

10

20

30

40

50

【背景技術】
【０００２】
　従来、屋根上に、太陽電池パネル、太陽温水器、看板類、アンテナ等の機能部材を取り
付けることが行われている。この場合、機能部材を支持するための台座が屋根材の上面に
設けられた台座付き屋根材が提案されている（例えば、特許文献１参照）。台座が屋根材
に一体的に形成された場合は、屋根材に対して台座の位置が固定されるために、機能部材
の取り付け位置が制限されやすくなる。そこで、屋根材と別体に形成された台座を屋根材
に取り付けて台座付き屋根材を形成することが行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３３９４６３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、屋根材の施工後に台座を設置する場合、屋根材の上から台座を直接ビス等の固
定具で留め付けるため、留め付け部分の防水性が低下しやすいという問題があった。また
、屋根材の施工後に台座を設置する場合、台座の取り付け位置の寸法出しを正確に行わな
ければならず、手間がかかるという問題があった。
【０００５】
　本発明は上記の点に鑑みてなされたものであり、防水性が低下しにくく、台座の取り付
けの手間を低減することができる台座付き屋根材を提供することを目的とするものである
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る台座付き屋根材は、平板状の屋根材本体の上面に台座が設けられた台座付
き屋根材であって、前記台座は前記屋根材本体に複数設けられており、前記台座は、平面
視で略矩形状の上面部と、前記上面部の四辺から前記屋根材本体の表面にまで形成された
周面部とで形成されており、前記上面部の裏面にある補強部の先端が、前記屋根材本体の
裏面にある前記台座の開口まで達していることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明では、屋根材の施工後に台座を設置する必要がなく、防水性が低下しにくい。ま
た、複数の台座の中から適宜に台座を選んで機能部材を取り付けることが可能となり、台
座の位置が正確でなくても機能部材の取り付けが損なわれないようにすることができ、台
座の取り付けの手間を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の実施の形態の一例を示し、図１Ａは平面図、図１Ｂは正面図、図１Ｃは
側面図である。
【図２】同上の図２Ａは斜視図、図１Ｂは断面図、図１Ｃは一部の断面図である。
【図３】同上の一部の断面図である。
【図４】同上の施工状態を示す断面図である。
【図５】同上の一部の断面図である。
【図６】同上の他の施工状態を示す断面図である。
【図７】同上の他例を示す平面図である。
【図８】同上の台座を示す断面図である。
【図９】同上の一部の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
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　以下、本発明を実施するための形態を説明する。
【００１０】
　図１Ａ、図１Ｂ、図１Ｃ及び図２Ａ、図２Ｂ、図２Ｃのように、本実施の形態の台座付
き屋根材１は、平板状の屋根材本体２の上面に台座３が設けられている。台座３は一つの
屋根材本体２に複数設けられている。
【００１１】
　屋根材本体２と台座３とは、例えば、セメントを主成分とする窯業系材料、アルミニウ
ムなどの金属材料、アルミニウム亜鉛合金めっき鋼板などの鋼板、プラスチック材料など
が挙げられる。屋根材本体２と台座３とは同じ材料で形成されていても良いし、異なる材
料で形成されていても良い。屋根材本体２と台座３とが一体的に成形される場合、屋根材
本体２と台座３は同じ材料で形成される。屋根材本体２と台座３とが別体で成形された後
に一体的に結合される場合は、屋根材本体２と台座３は同じ材料であっても良いし、異な
る材料であっても良い。
【００１２】
　屋根材本体２は平面視で略矩形状に形成されている。屋根材本体２の寸法は、特に限定
されてないが、長手方向の寸法が約９１０ｍｍ、短手方向の寸法が約４１５ｍｍ、厚みが
３～６ｍｍとすることができる。
【００１３】
　台座３は屋根材本体２の上面に突出して形成されている。台座３の突出寸法は特に限定
されないが、屋根材本体２の上面からの台座３の高さは設置対象物（機能部材）に応じて
１～１００ｍｍ程度とすることができる。更に、屋根材本体２の上面からの台座３の高さ
は、防水性、外観意匠性、耐風性能などから５～３０ｍｍとするのが好ましい。台座３は
平面視で略矩形状の上面部３１と、上面部３１の四辺から屋根材本体２の表面にまで形成
された周面部３２とで断面略台形状に形成されている。周面部３２は上面部３１の四辺か
ら屋根材本体２にまで下り傾斜するように形成されている。
【００１４】
　図３のように、台座３の上面部３１の裏面（下面）には補強部４が突出して設けられて
いる。補強部４は上面部３１の裏面の略中央部に設けられている。補強部４の先端４１は
、屋根材本体２の下面に形成された台座３の開口５にまで達するように形成されている。
また、上面部３１には穴部３３が形成されている。穴部３３は屋根材本体２の短手方向に
並んで複数個（二個）設けられている。穴部３３は平面視で略円形に形成されている。ま
た穴部３３は上面部３１の上面から厚み方向に凹んだ溝状に形成されている。すなわち、
穴部３３は上面部３１の上面から厚み方向に半分程度凹んだ半貫通穴として形成されてい
る。
【００１５】
　そして、台座３は一枚の屋根材本体２に複数個設けられている。図１Ａのものでは、４
個の台座３が設けられているが、これに限定されるものではなく、２個、３個、４個以上
の台座３を設けることができる。複数の台座３は屋根材本体２の長手方向に並べて設けら
れている。また台座３は屋根材本体２の短手方向の中央部よりも一方の長辺側に寄せて形
成されている。この一方の長辺側は台座付き屋根材１を施工した際に軒側（屋根の傾斜方
向における下側）になる方である。また台座３の棟側（屋根の傾斜方向における上側）に
は複数の固定孔６が屋根材本体２の長手方向に並んで設けられている。また台座３は屋根
材本体２の長手方向に略等間隔で並べて設けるのが好ましく、隣り合う台座３の間隔は約
２００ｍｍとすることができる。
【００１６】
　図４に前記の台座付き屋根材１の施工状態を示す。台座付き屋根材１は野地板等の屋根
下地８の上に載置し、固定孔６からビス等の固定具を屋根下地７に打ち込むことによって
取り付けることができる。台座付き屋根材１の軒側と棟側には他の屋根材７が施工される
。他の屋根材７は屋根材本体２と同様の形状に形成されている。台座付き屋根材１は、そ
の軒側（屋根の傾斜方向における下側）に配置される屋根材７の棟側略半分の上に重ねら
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付き屋根材１の棟側略半分の上に重ねられる。台座付き屋根材１及び屋根材７と屋根下地
８との間には防水シート９を設けることができる。台座付き屋根材１は一つの屋根に一個
又は複数個設けることができる。
【００１７】
　台座付き屋根材１には太陽電池パネルなどの機能部材１０が取り付けられる。この場合
、例えば、機能部材１０に設けた取付金具やレールなどの支持具１１が台座３の上面に固
定される。図５のように、台座３には機能部材１０を取り付けるための固定具１２が設け
られる。固定具１２としては、ボルトなどが例示される。固定具１２は台座３の穴部３３
に設けられる。この場合、半貫通状の穴部３３を貫通させ、貫通した穴部３３に固定具１
２が差し込まれる。固定具１２は、例えば、頭部１３が上面部３１の下側に位置し、胴部
１４が貫通した穴部３３に差し込まれるようにして設けられ、胴部１４の先端は上面部３
１の上側に突出して設けられる。この場合、固定具１２は台座３の開口５から貫通した穴
部３３に差し込むことができる。貫通した穴部３３の上側開口縁部及び下側開口縁部には
ワッシャや防水パッキンなどの防水具１５を設け、防水性を向上させることができる。穴
部３３は、固定具１２を設ける箇所でのみ貫通させることが好ましい。この場合、固定具
１２を設けない箇所の穴部３３は貫通させないようにし、台座付き屋根材１の防水性が低
下しにくくすることができる。尚、図６のように、複数の台座付き屋根材１を屋根の傾斜
方向（軒棟方向）に連続して並べて施工してもよい。
【００１８】
　そして、前記の台座付き屋根材１では、屋根下地８への施工後に台座３を設置する必要
がない。従って、通常の屋根材に台座３を取り付ける場合のように、屋根材に割れ等が発
生して雨漏れが生じるようなことがなく、防水性が低下しにくいものである。また、複数
の台座３の中から適宜に台座３を選んで機能部材１０を取り付けることが可能となり、台
座３の位置が正確でなくても機能部材の取り付けが損なわれないようにすることができる
。従って、台座３の位置の寸法出しを行うことがほとんどなく、また機能部材１０の取り
付け位置の間違いによる雨漏れが生じにくくなり、機能部材１０取り付けの手間を低減す
ることができると共に防水性を向上させることができる。また補強部４を設けることによ
って、台座３に機能部材１０の荷重がかかった場合でも、補強部４の先端４１が防水シー
ト９を介して屋根下地８に当って支持されることになり、台座３を補強することができる
。
【００１９】
　前記のように、屋根材本体２と台座３とが一体的に成形される場合の他に、屋根材本体
２と台座３とが別体で成形された後に一体的に結合される場合もある。この場合、屋根材
本体２は前記と略同様に形成されるが、図７のように、台座３を取り付ける位置に複数の
挿通孔１６が設けられている。図８のように、台座３は前記と同様に、平面視で略矩形状
の上面部３１と、上面部３１の四辺から屋根材本体２の表面にまで形成された周面部３２
とで断面略台形状に形成されている。また上面部３１には前記と同様に穴部３３が形成さ
れている。そして、複数の台座３を屋根材本体２の上面に取り付けることにより、図１の
ような台座付き屋根材１を形成することができる。この場合、図９のように、挿通孔１６
は台座３で覆われるようになる。また、台座３を屋根材本体２の上面に取り付けるにあた
っては、ブチルゴムなどを含有する接着剤１７で接着することができる。また、この台座
付き屋根材１にも前記と同様に機能部材１０が固定具１２で取り付けられるが、この場合
、固定具１２は挿通孔１６と通じて貫通した穴部３３に装着される。
【符号の説明】
【００２０】
　１　台座付き屋根材
　２　屋根材本体
　３　台座
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